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論壇
1

は
じ
め
に

米
国
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
法
に
よ

り
設
立
し
た
�L

im
ited

P
artnership

�（
以

下
、
Ｌ

Ｐ
）
が
、
わ
が
国
の
租
税
法
上

の
法
人
に
あ
た
る
か
否
か
に
つ

い
て
、
地
裁
・
高
裁
レ
ベ
ル
で

は
判
断
が
分
か
れ
て
い
た
が
、

平
成
27
年
7
月
、
名
古
屋
の
事

案
に
つ
い
て
最
高
裁
は
判
断
を

示
し
た
。
今
後
、
外
国
法
を
準

拠
法
と
し
て
組
成
さ
れ
た
事
業

体
（
以
下
、
外
国
事
業
体
）
の

取
扱
い
に
つ
い
て
、
重
要
な
意

味
を
持
つ
た
め
本
稿
で
取
り
上

げ
る
。

2

事
件
の
概
要

不
動
産
賃
貸
事
業
を
行
う
米

国
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
Ｌ
Ｐ
か
ら
生

じ
た
損
失
を
、
わ
が
国
の
投
資

家
が
他
の
所
得
と
損
益
通
算
し

て
所
得
税
の
申
告
を
し
た
と
こ

ろ
、
課
税
当
局
よ
り
「
Ｌ
Ｐ
は

法
人
で
あ
り
、
不
動
産
所
得
と

し
て
出
資
者
に
帰
属
し
な
い
た

め
他
の
所
得
と
損
益
通
算
で
き

な
い
」
と
し
て
更
正
処
分
等
を

受
け
た
こ
と
か
ら
、
取
り
消
し

を
求
め
た
事
案
で
あ
る
。
地

裁
、
高
裁
ⅰ
で
は
、
当
該
Ｌ
Ｐ

は
非
法
人
と
判
断
さ
れ
た
が

（
納
税
者
勝
訴
）、
最
高
裁
で

は
法
人
性
を
肯
定
し
一
部
破
棄

自
判
、
一
部
破
棄
差
戻
し
と
な

っ
た
（
課
税
当
局
勝
訴
）。

3

争
点

「
外
国
法
人
」
と
は
、「
内

国
法
人
以
外
の
法
人
」
で
あ
り

（
法
法
2
四
）、
外
国
事
業
体

が
「
外
国
法
人
」
に
該
当
す
れ

ば
国
内
源
泉
所
得
に
つ
い
て
納

税
義
務
を
負
う
（
法
法
4
③
、

法
法
9
）
が
、
租
税
法
上
、「
法

人
」
自
体
の
定
義
が
な
い
。
そ

の
た
め
、
本
判
決
の
意
義
は
、

租
税
法
上
の
法
人
と
は
な
に
か

（
以
下
、
法
人
該
当
性
基
準
）

が
示
さ
れ
た
点
に
あ
る
。

4

裁
判
所
の
判
断

⑴

下
級
審
に
お
け
る
法
人
該

当
性
基
準

地
判
、
高
判
で
は
、
①
設
立

準
拠
法
で
あ
る
外
国
法
の
下
で

法
人
格
を
付
与
さ
れ
て
い
る
か

と
い
う
「
形
式
的
な
基
準
」
を

判
断
の
前
提
と
し
つ
つ
も
、
②

当
該
事
業
体
が
「
損
益
の
帰
属

主
体
」
と
な
る
か
、
よ
り
「
実

質
的
な
観
点
か
ら
検
証
す
る
必

要
」
が
あ
り
、
こ
の
点
が
肯
定

さ
れ
て
初
め
て
わ
が
国
の
租
税

法
上
の
法
人
に
該
当
す
る
と
し

て
い
た
。

⑵

最
高
裁
に
お
け
る
法
人
該

当
性
基
準

最
判
で
は
、
日
本
法
上
の
法

人
が
有
す
る
最
も
本
質
的
な
属

性
は
、
あ
る
組
織
体
が
「
権
利

義
務
の
帰
属
主
体
」
と
な
る
こ

と
で
あ
り
、
法
人
性
の
判
断
に

あ
た
っ
て
は
そ
れ
が
基
礎
と
な

る
と
し
た
。
手
順
と
し
て
は
、

当
該
事
業
体
が
、
①
外
国
法
に

お
い
て
日
本
法
上
の
法
人
に
相

当
す
る
法
的
地
位
を
付
与
さ
れ

て
い
る
こ
と
又
は
付
与
さ
れ
て

い
な
い
こ
と
が
疑
義
の
な
い
程

度
に
明
白
で
あ
る
か
否
か
を
検

討
し
た
上
で
、
こ
れ
が
で
き
な

い
場
合
に
は
、
②
「
権
利
義
務

の
帰
属
主
体
」
で
あ
る
か
否
か

（
自
ら
法
律
行
為
の
当
事
者
と

な
る
こ
と
が
で
き
、
か
つ
、
そ

の
法
律
効
果
が
帰
属
す
る
と
認

め
ら
れ
る
か
否
か
）
で
判
断
す

る
と
し
た
。

5

考
察

⑴

内
国
事
業
体
の
法
人
該
当

性
基
準

最
判
で
は
「
日
本
法
上
の
法

人
と
の
対
比
に
お
い
て
」
と
の

観
点
を
示
し
て
い
る
の
で
、
国

内
法
に
準
拠
し
た
事
業
体
（
以

下
、
内
国
事
業
体
）
に
対
す
る

現
行
制
度
を
確
認
し
て
お
く
。

内
国
法
人
は
法
人
税
の
納
税
義

務
を
負
う
が
（
法
法
2
三
、
法

法
4
①
）、
租
税
法
に「
法
人
」

の
定
義
は
な
い
。
そ
の
た
め
会

社
法
2
条
1
号
の
各
種
会
社
の

中
か
ら
納
税
者
が
選
択
し
て
法

人
を
設
立
し
た
結
果
、
法
人
格

が
付
与
さ
れ
、
形
式
的
に
法
人

課
税
の
対
象
が
決
ま
る
の
が
原

則
で
あ
る
。

つ
ま
り
私
法
（
民
法
、
会
社

法
等
）
上
の
「
法
人
」
概
念
を

同
意
義
に
解
し
て
借
用
す
る
こ

と
に
よ
り
（
借
用
概
念
統
一

説
）
ⅱ
、「
日
本
の
私
法
↓
日

本
の
租
税
法
」
と
い
う
手
順
で

租
税
法
上
の
法
人
を
決
め
て
お

り
、
こ
こ
に
租
税
法
独
自
の
視

点
は
な
い
。
そ
し
て
「
法
人
法

定
主
義
」
の
下
で
、
法
人
か
否

か
の
判
断
に
つ
い
て
は
誰
が
や

っ
て
も
同
じ
結
論
が
出
る
こ
と

で
一
義
性
が
保
持
さ
れ
、
納
税

者
の
予
測
可
能
性
は
守
ら
れ
て

い
る
。

⑵

外
国
事
業
体
の
法
人
該
当

性
基
準

内
国
事
業
体
と
の
整
合
性
を

と
る
な
ら
ば
、
外
国
事
業
体
に

お
い
て
も
借
用
概
念
統
一
説
の

下
で
「
外
国
法
↓
日
本
の
私
法

↓
日
本
の
租
税
法
」
ⅲ
と
い
う

私
法
の
フ
ィ
ル
タ
ー
を
通
じ
て

租
税
法
上
の
法
人
を
判
断
す
る

こ
と
が
妥
当
で
あ
る
。
そ
し
て

で
き
る
限
り
形
式
的
に
日
本
法

上
の
法
人
と
し
て
の
要
件
を
備

え
て
い
る
か
を
判
断
す
る
こ
と

が
望
ま
し
い
。

⑶

下
級
審
に
お
け
る
法
人
該

当
性
基
準
の
問
題
点

「
損
益
の
帰
属
主
体
」
と
い

う
法
人
該
当
性
基
準
は
、
私
法

の
学
説
上
に
は
な
い
租
税
法
固

有
の
概
念
で
あ
り
、
借
用
概
念

統
一
説
の
下
で
は
採
用
す
べ
き

で
は
な
い
。
さ
ら
に
こ
の
基
準

は
、
事
前
に
課
税
当
局
が
示
し

た
も
の
で
な
く
、
裁
判
時
に
主

張
さ
れ
た
も
の
で
あ
り
、
そ
れ

に
よ
り
課
税
処
分
の
適
法
性
を

根
拠
づ
け
る
こ
と
は
手
続
的
公

正
を
侵
害
す
る
ⅳ
。
ま
た
、
事

業
体
の
実
態
を
「
実
質
的
な
観

点
か
ら
検
証
す
る
必
要
」
と
の

要
件
は
、
法
人
法
定
主
義
の
形

式
性
と
は
整
合
し
な
い
。
な
じ

み
の
な
い
外
国
事
業
体
の
場

合
、
内
国
事
業
体
に
比
し
て
、

あ
る
程
度
、
実
質
的
な
観
点
か

ら
判
断
せ
ざ
る
を
え
な
い
部
分

も
あ
る
が
、
そ
れ
は
日
本
法
上

の
法
人
の
属
性
を
有
し
て
い
る

か
を
判
断
す
る
範
囲
で
行
う
べ

き
で
あ
り
、
実
態
を
深
く
検
証

す
べ
き
で
は
な
い
。

⑷

最
高
裁
の
法
人
該
当
性
基

準
に
つ
い
て

最
判
を
ま
と
め
る
と
、
外
国

の
実
定
法
上
、
当
該
事
業
体
が

日
本
法
上
の
法
人
に
相
当
す
る

法
的
地
位
を
有
す
る
場
合
に

は
、
当
然
に
権
利
義
務
の
帰
属

主
体
に
な
る
た
め
に
法
人
と
し

て
取
り
扱
い
、
そ
れ
が
不
確
か

な
場
合
に
は
、
法
人
と
さ
れ
る

最
小
限
度
の
属
性
、
す
な
わ
ち

「
権
利
義
務
の
帰
属
主
体
」
の

有
無
で
法
人
性
を
判
断
す
る
と

い
う
も
の
で
あ
る
。
こ
の
判
示

は
以
下
の
点
で
妥
当
で
あ
る
。

①
自
然
人
以
外
で
「
権
利
義
務

の
帰
属
主
体
」
た
る
地
位
を
有

す
る
も
の
が
「
法
人
」
の
最
も

本
質
的
な
属
性
で
あ
る
こ
と

は
、
私
法
の
学
説
上
も
確
立
し

た
も
の
で
あ
る
ⅴ
。
そ
れ
を
実

質
的
根
拠
と
し
て
租
税
法
上
の

法
人
概
念
に
取
り
込
む
こ
と

は
、
借
用
概
念
統
一
説
の
下
で

「
外
国
法
↓
日
本
の
私
法
↓
日

本
の
租
税
法
」
の
流
れ
に
沿
っ

て
い
る
。
②
「
日
本
法
上
の
法

人
と
の
対
比
に
お
い
て
」
と
い

う
視
点
は
、
非
法
人
を
含
む

「
外
国
の
団
体
」
に
つ
い
て
わ

が
国
の
会
社
と
類
似
す
る
も
の

を
「
外
国
会
社
」
と
取
り
扱
う

会
社
法
2
条
2
号
、
同
法
8
2

3
条
の
規
定
と
矛
盾
し
な
い
。

③
私
法
の
概
念
で
は
な
い
「
損

益
の
帰
属
主
体
」
で
法
人
性
を

判
断
し
て
い
な
い
。
④
米
国�L

im
ited

L
iability

C
om

pany

�（
以
下
、
Ｌ
Ｌ
Ｃ
）
に

対
す
る
国
税
不
服
審
判
所
裁

決
ⅵ
や
国
税
庁
『
米
国
Ｌ
Ｌ
Ｃ

に
係
る
税
務
上
の
取
扱
い
』
等

に
お
け
る
他
の
外
国
事
業
体
の

取
扱
い
と
整
合
性
を
持
つ
。

6

実
務
上
の
課
題

最
判
を
受
け
て
、
課
題
と
し

て
は
以
下
の
点
が
考
え
ら
れ

る
。
①
外
国
事
業
体
の
「
権
利

義
務
の
帰
属
主
体
」
性
に
つ
い

て
、
納
税
者
が
外
国
法
を
確
認

す
る
こ
と
は
事
務
的
困
難
性
を

伴
う
。
②
本
件
の
よ
う
に
当
該

国
で
は
法
人
で
な
く
て
も
「
権

利
義
務
の
帰
属
主
体
」
に
な
る

事
業
体
は
多
々
あ
る
た
め
、
二

国
の
取
扱
い
が
異
な
る
事
業
体

（
以
下
、
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
・
エ

ン
テ
ィ
テ
ィ
�hybrid

en
tity

�）
と
な
り
混
乱
が
生
じ

る
場
面
も
想
定
さ
れ
る
。
③
権

利
義
務
の
主
体
で
は
な
い
「
人

格
な
き
社
団
等
」
に
つ
い
て

は
、
一
定
要
件
の
下
、
法
人
税

の
課
税
対
象
に
な
る
が
（
法
法

4
③
、
法
法
9
）、
最
判
で
は

「
人
格
な
き
社
団
等
」
に
対
す

る
判
断
は
な
さ
れ
て
い
な
い
。

「
租
税
法
上
『
非
法
人
』
と
さ

れ
る
わ
が
国
の
組
合
に
類
似
す

る
外
国
事
業
体
を
『
法
人
』
と

認
定
す
る
不
合
理
な
結
論
に
至

る
懸
念
」
ⅶ
を
実
現
さ
せ
な
い

対
応
が
必
要
で
あ
る
。

よ
っ
て
租
税
法
律
主
義
の

下
、
課
税
当
局
と
納
税
者
の
双

方
に
と
っ
て
「
具
体
的
に
」「
事

前
に
」
裁
判
規
範
で
は
な
く
行

為
規
範
と
し
て
、
な
ん
ら
か
の

法
人
該
当
性
基
準
を
当
局
が
示

す
必
要
が
あ
る
。「
米
国
Ｌ
Ｐ

は
私
法
上
、
相
当
に
法
人
性
が

強
い
」
ⅷ
と
会
社
法
の
見
地
か

ら
江
頭
東
京
大
学
名
誉
教
授
は

分
析
さ
れ
て
い
た
。
こ
の
よ
う

な
分
析
を
利
用
頻
度
が
高
い
と

思
わ
れ
る
外
国
事
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結
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リ
ス
ト
の
作
成
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判
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の
妥

当
性
を
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前
に
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認
す
る
こ
と

が
で
き
る
体
制
の
整
備
、
あ
る

い
は
誰
が
判
断
し
た
と
し
て
も

同
じ
結
果
に
な
る
簡
易
で
統
一

的
判
断
が
可
能
な
テ
ス
ト
等
の

設
定
に
よ
り
、
具
体
的
に
実
務

ル
ー
ル
に
落
と
し
込
ん
で
い
く

こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
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い
て
は
、
課
税
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執
行
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が
法
人
課
税
か
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課

税
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で
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チ
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・
ザ
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ボ
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ス
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。
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。
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